
第 期 定時株主総会招集ご通知

開　催　日　時 ▶ 平成29年６月27日（火曜日）午前10時（午前９時開場）

開　催　場　所 ▶ 東京都千代田区丸の内１丁目５番１号
新丸の内ビルディング９階 新丸ビルコンファレンススクエア

議決権行使期限 ▶ 平成29年６月26日（月曜日）午後５時30分まで

東洋エンジニアリング株式会社

証券コード：6330
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(証券コード 6330)
平成29年６月５日

株 主 各 位
東京都千代田区丸の内１丁目５番１号

東洋エンジニアリング株式会社

取締役社長 中 尾 清
　

第62期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第62期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご

案内申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等により議決権を行使すること

ができますので、お手数ながら後掲の株主総会参考書類をご検討賜り、平成29年６月26日（月曜

日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

１ . 日 時 平成29年６月27日（火曜日）午前10時

２ . 場 所 東京都千代田区丸の内１丁目５番１号 新丸の内ビルディング９階

新丸ビルコンファレンススクエア

(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３ . 株主総会の目的事項

報 告 事 項 (1) 第62期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監

査役会の連結計算書類監査結果報告の件

(2) 第62期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 株式併合の件

第３号議案 定款一部変更の件

第４号議案 取締役10名選任の件
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４ . 議決権の行使についてのご案内

以下のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

(1) 当 日 ご 出 席

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受

付にご提出ください。また、議事資料として、本冊子をご持参くださ

いますようお願い申し上げます。

(2) 書 面

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平

成29年６月26日（月曜日）午後５時30分までに到着するようご返送く

ださい。

(3)インターネット等

　52頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認の

上、当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.web54.net/）

にアクセスしていただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議

決権行使コード」および「パスワード」をご利用の上、画面の案内に

したがって、平成29年６月26日（月曜日）午後５時30分までに議案に

対する賛否をご入力、ご送信ください。

　機関投資家の皆様は、本株主総会につき、株式会社ＩＣＪの運営す

る「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権

行使を行っていただくことも可能です。

（注）１．書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット等
によるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネット等に
より複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使とし
てお取扱いいたします。

２．書面またはインターネット等により議決権を行使された後、株主総会に出席される場合
は、当日の株主総会会場での議決権行使を有効なものとして、お取扱いいたします。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎ 連結計算書類の連結注記表および計算書類の個別注記表につきましては、法令および

定款に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.toyo-eng.com/jp/ja/)

に掲載しておりますので本添付書類には記載しておりません。なお、監査報告を作成する

に際し、監査役および会計監査人が監査した連結計算書類および計算書類は、本招集ご通

知の添付書類に記載したもののほか、当該連結注記表および個別注記表を含んでおります。

◎ 添付書類および株主総会参考書類に修正をすべき事情が生じた場合は、当社ウェブサイト

(http://www.toyo-eng.com/jp/ja/)において、修正後の事項を掲載させていただきます。
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株主総会参考書類

議案および参考事項
　

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、業績に応じた利益還元に努めるとともに、今後の事業環境を勘案し中長期的視

点に立った安定的な配当の実現と、経営基盤の基礎となる内部留保の充実に努めることを

基本方針としております。当期の期末配当につきましては、財務状況や通期の業績、今後

の事業環境等を勘案したうえで、次のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金２円 総額383,378,734円

利益剰余金より配当いたします。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月28日
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第２号議案 株式併合の件

１．提案の理由

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、全国証券取引所

に上場する国内会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を100株に集約することを目

指しています。当社も、東京証券取引所に上場する会社として同行動計画の趣旨を尊重

し、当社株式の単元株式数を1,000株から100株に変更するとともに、個人投資家による

投資機会の拡大および中長期的な株価変動等を勘案しつつ投資単位を適切な水準に調整

することを目的として、株式併合を実施いたしたいと存じます。

２．併合の割合

当社普通株式について、５株を１株に併合いたしたいと存じます。

　なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づ

き、一括して処分し、その処分代金を端数の生じた株主様に対して、端数の割合に応じ

て、分配いたします。

３．株式併合の効力発生日

平成29年10月１日

４．効力発生日における発行可能株式総数

１億株

５．本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決さ

れることを条件といたします。なお、その他手続上の必要事項につきましては、取締

役会にご一任願いたいと存じます。
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第３号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

　(1) 現行定款第２条（目的）について、現在および今後の事業展開をより明確に表すた

め、変更案に記載の項目を追加するものであります。

　(2) 第２号議案「株式併合の件」が原案どおり承認可決されることを条件として、現行

定款第６条に定める発行可能株式総数を株式併合の割合（５分の１）に応じて５億株

から１億株に変更するとともに、当社株式の売買単位を100株に変更するため、現行

定款第８条に定める単元株式数を1,000株から100株に変更するものであります。また

当該変更は、株式併合の効力発生日である平成29年10月１日に生じることとする旨の

附則を設けるものであります。

　(3) 取締役会が開催できない場合等の緊急時に備えて、会社法第370条に基づき、取締

役全員の書面または電磁的記録による同意により、取締役会の決議を行うことを可能

とするため、変更案に記載の第25条（取締役会の書面決議）を新設するものでありま

す。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線 は変更部分を示します）

現 行 定 款 変 更 案

(目的) (目的)

第２条 当会社は次の事業を営むことを目的

とする。

第２条 当会社は次の事業を営むことを目的

とする。

1. 石油、ガス、石油化学、一般化学、

電気、原子力、石炭、電力、鉄鋼、

非鉄金属、造水、農業、食品、飼料、

生化学、医薬品、医療、情報、通信、

交通、運輸、流通、備蓄、資源開発、

都市開発、地域開発、人工知能、工

場自動化、公害防止、災害防止、環

境保全等に関する次の事業

1. （現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

① 設備、施設の総合的計画、設計、

建設、運転、保守、管理およびそ

のコンサルティング

② 機器、装置の設置および土木、建築、

電気、計装、管等の工事の請負

③ 機器、装置の製作、修理、調達、

検査、輸送および販売

④ 機器、装置、設備、施設に関連す

る研究、技術開発およびその受託

⑤ 機器、装置、設備、施設のリース

および割賦販売

（ 新 設 ） 2. 石油、天然ガス等のエネルギー資源

および鉱物資源等の探鉱、開発に関

する鉱業権の取得ならびにそれらの

資源の生産、製造、加工、売買およ

び貸借

2. 工業所有権、ノウハウ、システムエ

ンジニアリングその他ソフトウェア

の取得、開発および販売

3. 情報の処理、提供および通信情報シ

ステムに関するサービス業

4. 不動産の売買、賃貸および管理

5. 旅行業、損害保険の代理業および労

働者派遣事業

6. 前各号に付帯関連する事業

3.～8. （現行どおり）

7. 前各号のほか必要な事業に対する投資

第３条から第５条 （ 条文省略 ） 第３条から第５条 （現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

(発行可能株式総数)

第６条 当会社の発行可能株式総数は、５億

株とする。

第７条 （ 条文省略 ）

(発行可能株式総数)

第６条 当会社の発行可能株式総数は、１億

株とする。

第７条 （現行どおり）

(単元株式数)

第８条 当会社の単元株式数は、1,000株とする。

第９条から第24条 （ 条文省略 ）

(単元株式数)

第８条 当会社の単元株式数は、100株とする。

第９条から第24条 （現行どおり）

（ 新 設 ） (取締役会の書面決議)

第25条 当会社は、会社法第370条に基づき、

取締役の全員が書面または電磁的記

録により同意の意思表示をした場合

には、当該決議事項を可決する旨の

取締役会の決議があったものとみな

す。ただし、監査役が異議を述べた

ときはこの限りではない。

第25条から第41条 （ 条文省略 ） 第26条から第42条 （現行どおり）

（ 新 設 ） 附則

第６条および第８条の変更は、平成29年10月

１日をもって、その効力が発生するものとす

る。なお、本附則は平成29年10月１日をもっ

て、これを削除する。
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第４号議案 取締役10名選任の件

現取締役10名全員が本株主総会の終結の時をもって任期満了となりますので、取締役10名

の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。
　

候補者
番号

氏 名 当社における地位・担当および重要な兼職の状況

１ 再任 山口　正明
やまぐち まさあき

取締役会長

２ 再任 中
な か お

尾　 清
きよし

代表取締役 取締役社長

３ 再任 内藤　貴也
ないとう た か や

代表取締役 副社長

４ 再任 芳澤　雅之
よしざわ まさゆき 代表取締役 専務執行役員

Chief Compliance Officer
グループ経営企画本部 経営管理本部 管掌

５ 再任 越川　昌治
こしかわ しょうじ 取締役 専務執行役員

特定プロジェクト事業本部長

６ 再任 阿部　知久
あ べ ともひさ 取締役 常務執行役員

プラント事業本部長

７ 新任 永松　治夫
ながまつ は る お 常務執行役員

インフラ事業本部長

８ 再任
社外取締役

独立役員 林
はやし

　 洋和
ひろかず 取締役

(一財)流通システム開発センター会長

９ 再任
社外取締役

独立役員 田代　真巳
た し ろ ま さ み 取締役

㈱ACKグループ社外取締役

10 再任
社外取締役

独立役員 山田　裕介
や ま だ ゆうすけ 取締役

UUUM㈱社外取締役（常勤監査等委員）
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候補者番号 再任

１ 山
や ま ぐ ち

口 正明
ま さ あ き

(昭和30年３月７日生) 所有する当社株式の数 27,000株

略 歴（地位、担当および重要な兼職の状況）
昭和52年４月 当社入社
平成21年６月 当社経理財務本部長代行
平成22年４月 当社執行役員、経理財務本部長
平成25年４月 当社常務執行役員、Chief Financial Officer、経理財務本部長
平成25年６月 当社取締役、常務執行役員、Chief Financial Officer、経理財務本部長
平成26年４月 当社取締役、常務執行役員、Chief Financial Officer、

総務人事本部 経理財務本部 管掌
平成27年４月 当社取締役、常務執行役員、Chief Financial Officer、

経理財務本部 プロジェクト管理本部 管掌
平成28年４月 当社取締役、常務執行役員、Chief Financial Officer、

経理財務本部 業務監査部 SQE本部 調達本部 管掌
平成29年４月 当社取締役会長

（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
山口正明氏は、当社の経営企画部門、経理財務部門の部門長およびChief Financial Officerを歴任し、

会社経営および財務・会計に係る豊富な経験と高い見識を有しております。また、本年４月より当社取締役
会長に就任し、取締役会の議長として、適正な議事運営を行っております。これらの豊富な経験、見識を発
揮し、当社の企業価値向上に貢献することが期待できるため、同氏を取締役候補者としております。

　

候補者番号 再任

２ 中尾
な か お

　 清
きよし

(昭和26年12月18日生) 所有する当社株式の数 27,000株

略 歴（地位、担当および重要な兼職の状況）
昭和52年４月 当社入社
平成11年12月 当社プラントエンジニアリングセンター機器設計グループマネージャー
平成16年５月 当社執行役員、海外事業本部プロポーザル本部長
平成18年６月 当社執行役員、海外プロジェクト統括本部調達本部長
平成20年６月 当社常務執行役員、海外プロジェクト統括本部調達本部長
平成21年９月 当社常務執行役員、東洋工程(上海)有限公司総経理
平成25年４月 当社専務執行役員、プラントプロジェクト統括本部長
平成25年６月 当社取締役、専務執行役員、プラントプロジェクト統括本部長
平成27年４月 当社代表取締役、取締役社長

（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
中尾清氏は、当社プラントプロジェクト統括本部長、当社海外子会社の代表職等を歴任し、プロジェクト

マネジメントおよび会社経営に係る豊富な経験と高い見識を有しております。また、平成27年より当社代表取締役、
取締役社長および最高経営責任者に就任し、リーダーシップを発揮しております。これらの豊富な経験、見
識を発揮し、当社の企業価値向上に貢献することが期待できるため、同氏を取締役候補者としております。
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候補者番号 再任

３ 内
な い と う

藤 貴也
た か や

(昭和28年８月14日生) 所有する当社株式の数 23,000株

略 歴（地位、担当および重要な兼職の状況）
昭和52年４月 日本輸出入銀行入行
平成19年４月 国際協力銀行アジア・大洋州地域外事審議役
平成21年７月 ㈱日本政策金融公庫 国際協力銀行専任審議役
平成22年６月 同行特別参与
平成23年７月 同行特別参与インフラ・ファイナンス部門長
平成24年４月 ㈱国際協力銀行執行役員インフラ・ファイナンス部門長
平成24年４月 同行退職
平成24年６月 当社顧問
平成24年６月 当社取締役、常務執行役員
平成25年４月 当社取締役、専務執行役員
平成26年４月 当社代表取締役、副社長

（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
内藤貴也氏は、長年、政府系金融機関に在籍し、日本の機械輸出・インフラ輸出に係る金融に関して、豊

富な経験と高い見識を有しております。平成24年より当社取締役に就任し、また、平成26年より代表取締
役、副社長に就任し、当社の経営を担っております。これらの豊富な経験、見識を発揮し、当社の企業価値
向上に貢献することが期待できるため、同氏を取締役候補者としております。

　

候補者番号 再任

４ 芳
よ し ざ わ

澤 雅之
ま さ ゆ き

(昭和34年３月31日生) 所有する当社株式の数 6,000株

略 歴（地位、担当および重要な兼職の状況）
昭和57年４月 三井物産㈱入社
平成18年８月 Mitsui Gas e Energia do Brasil Ltda. President & CEO
平成23年６月 当社執行役員、経営計画本部長代行
平成26年４月 三井物産㈱関西支社副支社長 兼 西日本 機械・プロジェクト統括
平成27年６月 当社専務執行役員、グループ経営企画本部 経営管理本部 管掌
平成27年６月 当社取締役、専務執行役員、グループ経営企画本部 経営管理本部 管掌
平成28年４月 当社取締役、専務執行役員、Chief Compliance Officer、

グループ経営企画本部 経営管理本部 IT企画管理本部 管掌
平成28年６月 当社代表取締役、専務執行役員、Chief Compliance Officer、

グループ経営企画本部 経営管理本部 IT企画管理本部 管掌
平成29年４月 当社代表取締役、専務執行役員、Chief Compliance Officer、

グループ経営企画本部 経営管理本部 管掌
（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
芳澤雅之氏は、長年、総合商社に在籍し、エネルギー・インフラ分野における事業投資、EPCビジネス、

海外企業のマネジメント等、当社事業に関連する豊富な経験と高い見識を有しております。また、平成27年より
当社取締役、専務執行役員、平成28年より代表取締役、Chief Compliance Officerに就任し、主に経営企画
部門および経営管理部門を管掌する立場から当社の経営を担っております。これらの豊富な経験、見識を発
揮し、当社の企業価値向上に貢献することが期待できるため、同氏を取締役候補者としております。
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候補者番号 再任

５ 越
こ し か わ

川 昌治
し ょ う じ

(昭和32年４月７日生) 所有する当社株式の数 17,000株

略 歴（地位、担当および重要な兼職の状況）
昭和55年４月 当社入社
平成22年４月 当社執行役員、海外プロジェクト統括本部海外第一プロジェクト本部長
平成24年４月 当社執行役員、プロジェクト第二本部長
平成25年４月 当社常務執行役員、プラントプロジェクト統括本部長代行 兼

プラントプロジェクト統括本部アジア大洋州プロジェクト本部長
平成27年４月 当社常務執行役員、プラントプロジェクト統括本部長
平成28年６月 当社取締役、常務執行役員、プラントプロジェクト統括本部長
平成29年４月 当社取締役、専務執行役員、特定プロジェクト事業本部長

（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
越川昌治氏は、長年、当社において、多くの海外プロジェクトのプロジェクトマネージャー等を務め、ま

た、海外プロジェクト部門の部門長を歴任し、プロジェクトや事業管理に関する豊富な経験と高い見識を有
しております。平成28年より当社取締役に就任し、加えて本年４月に特定プロジェクト事業本部長に就任
し、当社の重要プロジェクトを統括する立場から当社の経営を担っております。これらの豊富な経験、見識
を発揮し、当社の企業価値向上に貢献することが期待できるため、同氏を取締役候補者としております。
　

候補者番号 再任

６ 阿
あ べ

部 知久
と も ひ さ

(昭和30年１月29日生) 所有する当社株式の数 10,000株

略 歴（地位、担当および重要な兼職の状況）
昭和54年４月 当社入社
平成21年５月 当社海外営業第一本部アジア営業グループマネージャー
平成24年４月 当社執行役員、海外営業統括本部プラント営業本部長
平成27年４月 当社常務執行役員、プラント営業統括本部長
平成28年６月 当社取締役、常務執行役員、プラント営業統括本部長
平成29年４月 当社取締役、常務執行役員、プラント事業本部長

（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
阿部知久氏は、長年、当社のプラント営業部門の業務に携わり、受注・営業戦略の立案等に関する豊富な

経験と高い見識を有しております。平成28年より当社取締役に就任し、加えて本年４月にプラント事業本部
長に就任し、プラント事業全体を統括する立場から当社の経営を担っております。これらの豊富な経験、見
識を発揮し、当社の企業価値向上に貢献することが期待できるため、同氏を取締役候補者としております。
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候補者番号 新任

７ 永
な が ま つ

松 治夫
は る お

(昭和32年４月１日生) 所有する当社株式の数 8,210株

略 歴（地位、担当および重要な兼職の状況）
昭和56年４月 当社入社
平成12年６月 Toyo Engineering & Construction Sdn.Bhd. Managing Director
平成25年４月 当社執行役員、インフラ事業本部長代行 兼 インフラ事業本部インフラプロジェクト本部長
平成28年４月 当社常務執行役員、インフラ事業本部長

（現在に至る）

【取締役候補者とした理由】
永松治夫氏は、長年、当社において、多くの海外プロジェクトのプロジェクトマネージャーを務めるとと

もに、当社海外子会社の代表職や当社事業の部門長を歴任し、海外プロジェクトや海外子会社のマネジメン
トに関する豊富な経験と高い見識を有しております。また、平成28年４月にインフラ事業本部長に就任し、
当社のインフラビジネスの発展に注力しております。これらの豊富な経験、見識を発揮し、当社の企業価値
向上に貢献することが期待できるため、同氏を取締役候補者としております。
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候補者番号 社外取締役候補者 再任

８ 林
はやし

　洋和
ひ ろ か ず

(昭和23年3月19日生) 所有する当社株式の数 12,000株

略 歴（地位、担当および重要な兼職の状況）
昭和46年７月 通商産業省入省
平成８年１月 内閣総理大臣秘書官
平成13年７月 経済産業省貿易経済協力局長
平成14年７月 同省商務情報政策局長
平成15年８月 同省通商政策局長（平成17年９月退官）
平成20年４月 東京ガス㈱常務執行役員 兼 広域圏営業本部長
平成22年４月 同社副社長執行役員
平成25年６月 ㈱上組社外監査役（現任）
平成25年７月 (一財)流通システム開発センター会長（現任）
平成28年６月 当社社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
・(一財)流通システム開発センター会長

(注)なお、同氏は、平成29年６月開催の㈱上組の定時株主総会日付で同社社外監査役
　 を退任する予定であります。

社外取締役候補者に関する特記事項
【社外取締役候補者とした理由】

林洋和氏は、経済産業省に在籍し、主に貿易振興、通商政策の分野において、行政における豊富な経験
と高い見識を有し、また、会社経営においても優れた経験と知見を有しており、これらを活かし、独立し
た立場から、当社の経営上の諸問題について、公正かつ的確な指摘や意見を行っており、当社経営を適切
に監督しております。引き続き、社外取締役としての適切な職務の遂行が期待できるため、同氏を社外取
締役候補者としております。
なお、当社は同氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しており、同氏の選任が承認

された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定です。

【社外取締役としての在任期間】
本株主総会終結の時をもって、１年間となります。

取締役との責任限定契約について
当社は、林洋和氏との間で、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏の選任が承認された場合は、同氏との間の当該契約を継
続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最
低責任限度額としております。
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候補者番号 社外取締役候補者 再任

９ 田
た し ろ

代 真巳
ま さ み

(昭和27年５月11日生) 所有する当社株式の数 0株

略 歴（地位、担当および重要な兼職の状況）
昭和51年４月 ㈱三井銀行入行
平成13年４月 ㈱三井住友銀行国際審査部長
平成14年12月 同行シンガポール支店長
平成15年６月 同行執行役員、シンガポール支店長
平成18年６月 太陽石油㈱取締役
平成22年７月 SMBCインターナショナルビジネス㈱副社長
平成24年６月 同社代表取締役社長
平成25年12月 ㈱ACKグループ社外監査役（非常勤）
平成27年６月 当社社外取締役（現任）
平成28年12月 ㈱ACKグループ社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
・㈱ACKグループ社外取締役

社外取締役候補者に関する特記事項
【社外取締役候補者とした理由】

田代真巳氏は、金融機関での長期にわたる国際的業務経験と、経営者としての豊富な経験や高い見識を
有しており、当社経営全般にわたって、独立した立場から、グローバルな視点に立った的確な指摘や意見
を行っており、当社経営を適切に監督しております。引き続き、社外取締役としての適切な職務の遂行が
期待できるため、同氏を社外取締役候補者としております。
なお、当社は同氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しており、同氏の選任が承認

された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定です。

【社外取締役としての在任期間】
本株主総会終結の時をもって、２年間となります。

取締役との責任限定契約について
当社は、田代真巳氏との間で、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏の選任が承認された場合は、同氏との間の当該契約を
継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める
最低責任限度額としております。
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候補者番号 社外取締役候補者 再任

10 山
や ま だ

田 裕介
ゆ う す け

(昭和28年12月26日生) 所有する当社株式の数 0株

略 歴（地位、担当および重要な兼職の状況）
昭和52年４月 野村證券㈱入社
平成11年６月 同社取締役
平成13年10月 同社取締役、営業業務本部支店経営担当(東京)
平成14年４月 同社取締役、営業業務本部支店経営担当(東京) 兼 本店長嘱託
平成15年４月 同社常務取締役、人事担当
平成15年６月 同社常務執行役 兼 野村ホールディングス㈱執行役
平成21年３月 ㈱ジャフコ常務執行役員、管理部門副担当
平成21年６月 同社常務取締役、管理部門担当
平成22年１月 同社常務取締役、管理部門 兼 審査、決裁担当
平成25年４月 同社専務取締役
平成26年８月 UUUM㈱常勤監査役
平成27年６月 当社社外取締役（現任）
平成27年８月 UUUM㈱社外取締役（常勤監査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）
・UUUM㈱社外取締役（常勤監査等委員）

社外取締役候補者に関する特記事項
【社外取締役候補者とした理由】

山田裕介氏は、証券・金融・資本市場に関する知識・経験や、経営者としての豊富な経験と高い見識を
有しており、当社経営全般にわたって、独立した立場からの的確な指摘や意見を行っており、当社経営を
適切に監督しております。引き続き、社外取締役としての適切な職務の遂行が期待できるため、同氏を社
外取締役候補者としております。
なお、当社は同氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しており、同氏の選任が承認

された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定です。

【社外取締役としての在任期間】
本株主総会終結の時をもって、２年間となります。

取締役との責任限定契約について
当社は、山田裕介氏との間で、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏の選任が承認された場合は、同氏との間の当該契約を
継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める
最低責任限度額としております。

　(注)各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。

以 上
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（添付書類）

事 業 報 告
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

　

１ 企業集団の現況に関する事項
　

(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度における日本経済は、企業の生産活動や輸出の持ち直し、雇用・所得環境

の改善を背景に緩やかな回復基調にはあるものの、力強さを欠く状況が続いております。ま

た、世界経済も弱含みながら緩やかな回復が続いておりますが、北朝鮮情勢等地政学的リス

クの高まりに加え、米国新政権下の保護主義的な経済政策や金融政策の動向、為替変動、原

油価格の低迷、英国のEU離脱問題などの影響により、日本経済および世界経済とも先行きが

不透明な状況が続いております。

プラント分野においては、アップストリーム（産油・産ガス国におけるエネルギー開発・

各種関連設備）への設備投資は抑制された状態が続いており、また、ダウンストリーム（石

油化学プラントや化学肥料プラント等）への設備投資においては、米国、ロシア、中央アジ

ア、イラン等において底堅い需要があるものの、原油価格低迷の長期化や世界経済の先行き

懸念の増大等により最終投資判断が見送られるなど厳しい状況にあります。一方、インフラ

分野では、国内において、電力自由化を背景とした発電所等の設備投資が続いており、また、

海外においても、東南アジア等で電力需要は増大しており、今後も安定的な設備投資が見込

まれます。資源エネルギー分野では、既存油田の改修等のサービス業務など、将来の資源開

発に向けたソフト業務の需要がでてきております。

こうした状況の中、当社グループは、グループ一体となった営業活動およびプロジェクト

の遂行に努めました。

その結果、当連結会計年度の実績は、次のとおりとなりました。受注に関しては、インフ

ラ分野においてタイ向け天然ガス焚きコジェネレーション発電所等を受注しましたが、プラ

ント分野における市場冷え込みを背景に、受注高は1,167億円（前連結会計年度比73.7％減）

となりました。

売上高（完成工事高）は、マレーシア向けエチレンコンプレックス、トルクメニスタン向

けガス化学コンプレックス、米国向けエチレン製造設備、タイ向け天然ガス焚きコジェネレ

ーション発電所、瀬戸内メガソーラーなどのプロジェクトの進捗により、4,319億円（前連結

会計年度比44.1％増）となりました。
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営業損益は、米国向けエチレン製造設備プロジェクトにおいて、工事コストの大幅な増加

による収支悪化により、誠に遺憾ながら、営業損失20億円（前連結会計年度は営業利益110億

円）となりました。これは、同プロジェクトにおいて、昨年春以降地盤の問題で杭工事の手

直しが相当量発生し、当該対応工事を進めておりましたが、本年１月に杭工事の問題がほぼ

見通せる状況となり、また、プロジェクト全体の設計が固まったことを受け、工事スケジュ

ールと工事数量の見直しを行い、今後にかかるコストを改めて厳格に精査した結果、杭工事

関連の追加コストのほか、工事数量の増加によるコスト、および工期遅延防止のためのコス

トの大幅な増加を認識するに至ったものです。

一方、営業外損益では、主に為替差益や貸倒引当金戻入額の計上等により、経常利益は16

億円（前連結会計年度比58.6％減）となりました。

また特別利益では、退職給付信託設定益26億円および投資有価証券売却益12億円等の特別

利益42億円を計上した結果、税金費用控除後の親会社株主に帰属する当期純利益は14億円

（前連結会計年度比51.5％減）となり、前連結会計年度比では増収減益となりました。利益面

において前連結会計年度実績および期初公表の収支目標を大きく下回る結果となり、衷心よ

りお詫び申し上げます。
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(2) 対処すべき課題

再建計画２年目の当連結会計年度（第62期）は、前掲のとおり、注力していたメガプロジ

ェクトの１つである米国向けエチレン製造設備プロジェクトの収支悪化により、誠に不本意

な結果となりました。当社グループは、この結果を真摯に受け止め、本プロジェクトの損失

原因分析を行うとともに、再建施策および実行体制の強化を行いました。

【再建計画２年目の総括】

以下の再建施策の中で、まだ効果が十分出ていない施策について、重点的に強化策を講じ

てまいります。

● メガプロジェクト遂行管理の徹底について

・前掲のとおり米国向けエチレン製造設備プロジェクトにおいて、地盤・杭問題に関わ

るコスト拡大を阻止できず大きな損失が発生しました。これに対して、当社要員を増

員し品質管理や工事作業効率の管理体制を強化する対策を実施しました。この結果、

本年３月末時点の工事状況は、全体として修正計画どおりに推移しており、今夏の工

事本格化に向けてこれら対策を更に強化・徹底してまいります。

なお、他のメガプロジェクトは順調に推移しております。
　
● ブラジルビジネスにおけるリスク管理強化について

・ブラジルの持分法適用会社におけるFPSO（浮体式海洋石油生産・貯蔵・積出設備）ト

ップサイドプロジェクトは、プロジェクト遂行体制を強化し適切な管理の下、新たな

損失の発生もなく進捗しています。

・但し、ブラジルの持分法適用会社が保有するFPSOモジュール組立・船上据付工事用ヤ

ード設備については、その収益性を保守的に精査し、追加減損損失処理を実施しまし

た。
　
● 収益性改善の継続および受注について

・プロジェクト遂行面において前掲の米国向けエチレン製造設備プロジェクトの損失が

発生しましたが、一方で、受注プロセス厳守による受注時売上総利益の確保、および、

年間を通じたコスト削減による販管費の抑制に努め、これらは収益性改善に相応の効

果がありました。

・受注については、市場の低迷もあり当連結会計年度の受注目標2,500億円に対して大幅

未達となりました。引き続き、案件の計画段階からの参画など受注活動に努めてまい

ります。
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【再建計画の強化】

上記総括を踏まえ、以下の４つの施策に注力してまいります。

① プロジェクト収益の確保

・メガプロジェクトを集中管理するため、特定プロジェクト事業本部を新設しました。

・損失が発生したプロジェクトからのフィードバックを活かし、リスクに対する感度を

高めるとともに、品質管理および生産性管理の徹底によりコスト増の防止に努めま

す。

② 受注の確保

・プラント事業に関わる営業とプロジェクトを一体化し、１つの事業本部とすること

で、これまで築いてきた顧客との関係を活かしつつ、それぞれのニーズにフィットし

た提案力を強化します。

・差別化できる技術力を高め、戦略的なパートナリング、徹底したコストダウンを追求

して、受注競争力の強化に努めます。

③ 企業基盤の強化

・経営資源の戦略的配分により、組織改編、インフラビジネスの強化、拠点の見直し、

グループ全体の要員適正化など、強固な企業基盤の形成を図ります。

・企業価値を高める人材育成、および、企業文化の変革に関する活動を引き続き推進し

てまいります。

④ イノベーション推進

新商品、新規ビジネスの開拓を再建の柱の１つとするため、事業開発本部を新設し、以

下の取り組みを展開してまいります。

・既存ビジネス分野において、IoT関連、独自蒸留技術等の適用拡大など付加価値向上

による収益性改善を図ります。

・既存ビジネス分野を離れた領域においても、当社の強みを活かせる新事業の開発に取

り組んでまいります。

当社グループは、上記課題に全力で取り組み、一日も早くステークホルダーの皆様の信頼

を回復できるよう一丸となって邁進してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い

申し上げます。
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(3) 資金調達の状況

当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行10行と総額192億円

の貸出コミットメント契約を締結しております。なお、これら契約に基づく当連結会計年度

末の借入実行残高は、92億円であります。

　

(4) 設備投資等の状況

当連結会計年度中は、特記すべき設備投資は行っておりません。

(5) 財産および損益の状況の推移等
❶　財産および損益の状況

区 分
第59期

平成25年度

第60期

平成26年度

第61期

平成27年度

第62期
(当連結会計年度)

平成28年度
受 注 高

(百万円) 365,137 470,369 443,537 116,790

完 成 工 事 高
(百万円) 230,124 311,454 299,813 431,917

営 業 利 益
(百万円) 455 △7,356 11,087 △2,009

経 常 利 益
(百万円) 4,942 △25,280 3,873 1,603

親会社株主に帰属する当期純利益
(百万円) 967 △20,965 3,038 1,472

１株当たり当期純利益
(円) 5.05 △109.34 15.85 7.68

純 資 産
(百万円) 74,831 44,979 51,036 51,331

総 資 産
(百万円) 257,480 261,609 321,836 317,089

　

(注) １．記載金額は、１株当たり当期純利益を除き百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。ただし、自己株式

数を控除して算出しております。
３．△につきましては、損失であります。
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❷　受注高および完成工事高等の状況
(単位 百万円)

区 分
前連結会計年度

繰越高
当連結会計年度

受注高
当連結会計年度
完成工事高

翌連結会計年度
繰越高

海

外

化 学 肥 料 プ ラ ン ト 105,091 2,927 22,277 79,174

石 油 化 学 プ ラ ン ト 492,204 5,943 244,590 249,368

石 油 精 製 プ ラ ン ト 17,525 19,990 31,123 4,695

エ ネ ル ギ ー 関 連 プ ラ ン ト 73,404 60,823 55,117 78,318

一 般 製 造 設 備 関 連 110 1,791 767 1,127

そ の 他 23,072 3,160 7,009 18,722

小 計 711,409 94,636 360,884 431,406

国

内

石 油 化 学 プ ラ ン ト 2,503 809 3,248 63

石 油 精 製 プ ラ ン ト 1,157 6,314 6,013 1,458

エ ネ ル ギ ー 関 連 プ ラ ン ト 104,010 1,491 48,986 55,015

一 般 製 造 設 備 関 連 1,598 1,758 3,219 136

そ の 他 2,387 11,779 9,565 4,601

小 計 111,657 22,153 71,032 61,276

合 計
＊△9,392
823,066 116,790 431,917

＊△14,145
492,682

(注) １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．当連結会計年度完成工事高は、外貨建受注額のうち当連結会計年度完成分に係る為替差分12,187百

万円を控除しております。
３．翌連結会計年度繰越高は、前連結会計年度以前に受注した工事の契約変更等による調整分3,068百万

円を控除しております。
４．＊印は、外貨建契約に関する連結会計年度末の為替換算修正に伴う増減額を示しております。
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(6) 重要な子会社等の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主要な事業内容

(子会社）

テックプロジェクトサービス株式会社
百万円

300
％

100.00
各種産業設備の企画、設計、機器
調達、建設、運転指導、保全業務

テックビジネスサービス株式会社
百万円

100 100.00

技術者･事務員の人材派遣･紹介
業、通訳･翻訳、不動産管理･賃貸
事業および情報機器等販売･リース

テック航空サービス株式会社
百万円
95 100.00

旅行業、保険代理業、航空貨物運
送取扱業

Toyo Engineering Korea Limited
[トーヨー・エンジニアリング・コーリア・リミテッド]

千韓国ウォン
11,713,500 100.00

各種産業設備の企画、設計、機器
調達、建設、運転指導

東洋工程(上海)有限公司
千米国ドル

3,655 100.00
各種産業設備の企画、設計、機器
調達、建設、運転指導

Toyo Engineering India Private Limited
[トーヨー・エンジニアリング・インディア・プライベート・リミテッド]

千インドルピー
1,000,000 98.90

各種産業設備の企画、設計、機器
調達、建設、運転指導

(関連会社）

TS Participações e Investimentos S.A.
[ティーエス・パーティシパソエス・イ・インベスティメントス・エス・エー]

千ブラジルレアル
53,680 50.00

各種産業設備の企画、設計、機器
調達、建設、運転指導、洋上石
油・ガス設備向けモジュールの組み
立て、据付

(注) 平成29年３月31日現在の連結子会社数は、上記の重要な子会社6社を含む13社、持分法適用会社数は、
上記の重要な関連会社1社を含む6社であります。

　

招集通知 2017年05月22日 18時33分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 23 ―

(7) 主要な事業内容

区 分 事 業 の 内 容

Ｅ Ｐ Ｃ 事 業

一般化学、石油化学、石油精製、天然ガス、電力、原子力、水、交通、高

度生産システム、物流、医薬、資源開発、バイオ、環境その他各種産業プ

ラントの研究・開発協力、企画、設計、機器調達、建設、試運転、技術指

導など総合エンジニアリング事業

(8) 主要な事業所

当

社

東京本社（本店)：東京都千代田区丸の内１丁目５番１号

本社・総合エンジニアリングセンター：千葉県習志野市茜浜２丁目８番１号

海外事務所：ジャカルタ、ドバイ、テヘラン、モスクワ

子

会

社

国

内

テックプロジェクトサービス株式会社（千葉県習志野市）

テックビジネスサービス株式会社（千葉県習志野市)

テック航空サービス株式会社（東京都中央区)

海

外

Toyo Engineering Korea Limited（韓国 ソウル)

[トーヨー・エンジニアリング・コーリア・リミテッド]

東洋工程(上海)有限公司（中国 上海)

Toyo Engineering India Private Limited（インド ムンバイ)

[トーヨー・エンジニアリング・インディア・プライベート・リミテッド]
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(9) 従業員の状況

❶　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

4,287名 110名減

(注) 従業員数は就業人員数であり、当社グループ外からの受入出向者を含み、当社グループ外への出向者を
含みません。

　

❷　当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

　1,035名 57名減 43.6歳 17.8年

(注) 従業員数は就業人員数であり、当社外からの受入出向者を含み、当社外への出向者を含みません。

　

(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

百万円

株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 4,221

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 3,800

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 4,321

農 林 中 央 金 庫 2,500

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,200

(注) 借入金残高は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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２ 会社の株式に関する事項
　

(1) 発行可能株式総数 500,000,000株

(2) 発行済株式の総数 192,792,539株(自己株式 1,103,172株を含む)

(3) 株 主 数 18,329名

　

(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

三 井 物 産 株 式 会 社 43,770 22.83

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社
25,703 13.40( 三 井 住 友 信 託 銀 行 再 信 託 分 ・

三 井 化 学 株 式 会 社 退 職 給 付 信 託 口 )

大 成 建 設 株 式 会 社 5,000 2.60

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 3,929 2.04

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口９) 2,611 1.36

ザ バ ン ク オ ブ ニ ュ ー ヨ ー ク １３３５２２ 2,577 1.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口５) 2,420 1.26

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,350 1.22

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 (信託口) 2,264 1.18

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口) 1,874 0.97

(注) １．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は、自己株式1,103,172株を控除して算出しております。
３．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・三井化学株式会社退職

給付信託口）の所有株式は、三井化学株式会社が所有していた当社株式を三井住友信託銀行株式会
社に信託したものが、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたものであり、議
決権行使の指図権は三井化学株式会社が留保しております。
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３ 会社役員に関する事項
　

(1) 取締役および監査役の氏名等
　

氏 名 地 位 担当、重要な兼職の状況

総 山 誠 取 締 役 会 長 TTCL Public Company Limited Director

中 尾 清
代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

内 藤 貴 也 代 表 取 締 役 副社長

芳 澤 雅 之 代 表 取 締 役 専務執行役員、Chief Compliance Officer、グループ経営企画本部 経営管理本部 IT企画管理本部 管掌

山 口 正 明 取 締 役 常務執行役員、Chief Financial Officer、経理財務本部 業務監査部 SQE本部 調達本部 管掌

越 川 昌 治 取 締 役 常務執行役員、プラントプロジェクト統括本部長

阿 部 知 久 取 締 役 常務執行役員、プラント営業統括本部長

林 洋 和 取 締 役 株式会社上組社外監査役、一般財団法人流通システム開発センター会長

田 代 真 巳 取 締 役 株式会社ACKグループ社外取締役

山 田 裕 介 取 締 役 UUUM株式会社社外取締役（常勤監査等委員）

内 田 正 之
常 任 監 査 役
（ 常 勤 ）

井 上 洋
監 査 役
（ 常 勤 ）

船 越 良 幸 監 査 役

内 田 清 人 監 査 役 岡村綜合法律事務所パートナー
　

(注) １．地位および担当、重要な兼職の状況は平成29年３月31日現在であります。

２．取締役林洋和氏、取締役田代真巳氏および取締役山田裕介氏は、社外取締役であります。

３．監査役船越良幸氏および監査役内田清人氏は、社外監査役であります。

４．監査役井上洋氏は当社において財務部長を務め、財務および会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。

５．平成28年６月22日付で社外取締役であった安達健祐氏は、辞任により退任しております。

６．平成28年６月29日開催の第61期定時株主総会の終結の時をもって、監査役であった島垣誠氏は辞任

により退任しております。
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７．当社は取締役林洋和氏、取締役田代真巳氏、取締役山田裕介氏、監査役船越良幸氏および監査役内

田清人氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

８．平成29年４月１日付をもって、次のとおり異動となりました。
　

氏 名 異動後の地位、担当、重要な兼職の状況

山 口 正 明 取締役会長

芳 澤 雅 之
代表取締役、専務執行役員、Chief Compliance Officer、
グループ経営企画本部 経営管理本部 管掌

越 川 昌 治 取締役、専務執行役員、特定プロジェクト事業本部長

阿 部 知 久 取締役、常務執行役員、プラント事業本部長

総 山 誠 取締役、TTCL Public Company Limited Director

　

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限

度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。
　

(3) 取締役および監査役の報酬等

❶ 取締役および監査役の報酬等の決定に関する方針

１）取締役（社外取締役を除く）の報酬等については、各取締役の職位に基づき決定される

固定報酬および業績連動報酬で構成しております。業績連動報酬は、親会社株主に帰属

する当期純利益を計算の基礎とし、各取締役の貢献度に応じ、取締役社長が決定いたし

ます。

また、役員報酬水準の妥当性および説明責任を強化する観点から、固定報酬および業績

連動報酬の比率、業績連動報酬の算定式などについては、取締役社長と社外役員が意見

交換を行い、その結果を踏まえ、取締役会が決定いたします。

２) 社外取締役および監査役の報酬等については、その役割と独立性の観点から、業績とは

連動しない定額報酬としております。
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❷ 取締役および監査役の報酬等の額
　

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

　 取 締 役 12名 221百万円

うち、社外取締役 4名 18百万円

　 監 査 役 5名 51百万円

うち、社外監査役 2名 12百万円

(注）上記の員数および報酬等の額については、平成28年6月22日付で退任した社外取締役1名、平成28年６月29

日開催の第61期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役1名および監査役1名を含んでおります。

なお、実際の監査に当たっては期中を通して常勤監査役2名と社外監査役2名の体制で実施しております。

(4) 社外役員に関する事項

❶ 重要な兼職先と当社との関係および主な活動の状況
　

社外取締役 林 洋和

重要な兼職先と当社との関係

兼 職 先 株式会社上組 社外監査役、 一般財団法人流通システム開発センター 会長

当 社 と の 関 係 該当事項なし

主な活動の状況

出 席 の 状 況 取締役会 13回中 12回出席

取締役会における
発 言 の 状 況 等

経済産業省における貿易振興、通商政策に関する幅広い経験と、経営者としての豊
富な経験や高い見識に基づき、社外取締役として、当社の経営全般につき、適宜、
公正かつ有用な指摘・意見を述べております。

　

社外取締役 田代真巳

重要な兼職先と当社との関係

兼 職 先 株式会社ACKグループ 社外取締役

当 社 と の 関 係 該当事項なし

主な活動の状況

出 席 の 状 況 取締役会 16回中 16回出席

取締役会における
発 言 の 状 況 等

金融機関での長期にわたる国際的業務経験と、経営者としての豊富な経験や高い見
識に基づき、社外取締役として、当社経営全般につき、適宜、グローバルな視点に
立った有用な指摘・意見を述べております。
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社外取締役 山田裕介

重要な兼職先と当社との関係

兼 職 先 UUUM株式会社 社外取締役（常勤監査等委員）

当 社 と の 関 係 該当事項なし

主な活動の状況

出 席 の 状 況 取締役会 16回中 16回出席

取締役会における
発 言 の 状 況 等

証券・金融・資本市場に関する知識・経験や、経営者としての豊富な経験と高い見
識に基づき、社外取締役として、当社の経営全般につき、適宜、有用な指摘・意見
を述べております。

　

社外監査役 船越良幸

重要な兼職先と当社との関係

兼 職 先 該当事項なし

当 社 と の 関 係 該当事項なし

主な活動の状況

出 席 の 状 況
取締役会 16回中 15回出席
監査役会 19回中 18回出席

取締役会および
監査役会における
発 言 の 状 況 等

当社と関係の深い化学業界において長年経営に携わってきた同氏の幅広い経験や高
度な見識に基づき、社外監査役として、当社の経営全般につき、適宜、必要な指
摘・意見を述べております。

　

社外監査役 内田清人

重要な兼職先と当社との関係

兼 職 先 岡村綜合法律事務所 パートナー

当 社 と の 関 係
当社は、岡村綜合法律事務所に所属する同氏以外の弁護士から法律上のアドバイス
を必要に応じ受けておりますが、同事務所と当社における取引額は、同事務所の年
間収入および当社連結売上高のいずれにおいてもその割合は低い状況にあります。

主な活動の状況

出 席 の 状 況
取締役会 16回中 16回出席
監査役会 19回中 19回出席

取締役会および
監査役会における
発 言 の 状 況 等

弁護士として培ってきた知識・経験に基づき、社外監査役として、当社の経営全般
につき、公正な立場から、適宜、必要な指摘・意見を述べております。

(注）１．上記の出席の状況に記載した取締役会および監査役会の開催回数は、当該社外役員の就任以降かつ
当該事業年度中に開催した回数であります。

２．社外監査役は、上記の活動のほか、四半期ごとの定期協議の場において、会社事業環境とリスク、
会社が対処すべき課題等について代表取締役と意見交換を行っております。
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４ 会計監査人の状況
　

(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人
　

(2) 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区 分 支 払 額

① 当社の会計監査人としての報酬等の額 71百万円

② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 89百万円
　

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額はこれらの合計額で記

載しております。

２．会計監査人の報酬等の額については、上記以外に前事業年度に係る追加報酬の額が、10百万円あります。

　

(3) 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額について監査役会が同意した理由

監査役会は、過年度の会計監査人の職務遂行状況の相当性および監査時間の実績を確認し

た上で、取締役、社内関係部署および会計監査人から当事業年度に関する必要な資料を入手

しかつ説明を受け、会計監査人の監査計画の内容、監査体制と人数、日数（時間）等の報酬

見積の算出内容・根拠の適切性を検討した結果、会計監査人の報酬額は妥当であると認め同

意いたしました。
　

(4) 会計監査人が行った非監査業務（公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務）の内容

当社は会計監査人に対して、証明書作成業務等を委託しております。
　
(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人による公正不偏の態度および独立性の保持、監査の品質の管理体

制等会計監査人として適正に職務遂行するための体制の整備、監査の実施の状況等から、会

計監査人の監査の適正性および信頼性が確保できないと認められる場合には、会計監査人の

解任または不再任を株主総会の付議議案とすることを決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると判断

した場合には、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役

会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において会計監査人を解任した旨

と解任の理由を報告いたします。
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(6) 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止命令に関する事項

❶ 金融庁が平成27年12月22日付で発表した処分の内容の概要

１) 処分対象

新日本有限責任監査法人（所在地：東京都千代田区）

２) 処分の内容

・契約の新規締結に関する業務の停止 ３月

（平成28年１月１日から同年３月31日まで）

・業務改善命令（業務管理体制の改善）

３) 処分の理由

・株式会社東芝の平成22年３月期、平成24年３月期および平成25年３月期における財務書

類の監査において、上記監査法人の公認会計士が、相当の注意を怠り、重大な虚偽のあ

る財務書類を重大な虚偽のないものとして証明したため

・当監査法人の運営が著しく不当と認められたため

❷ 業務停止処分後の会計監査人における業務改善状況に関する監査役会の評価

・監査役会は、当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人から、上記改善命令に関

する業務改善計画（平成28年１月29日金融庁提出）に基づく品質管理体制の整備の進捗

ならびに運用状況について定期的に報告を受け、再発防止に向けた改善の取り組みが着

実に実施されていること、また当社に対する監査業務は適正かつ厳格になされているこ

とを評価し、同監査法人による継続的な監査を行うことが妥当と判断いたしました。
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５ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　

１. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正

を確保するための体制

当社は監査役会設置会社である。取締役会は、経営および業務執行に係る全ての重要事項に

ついて審議・決定を行うとともに、職務執行に関する取締役相互の監視と監督を行う。また、

当社は最高経営責任者である取締役社長の諮問機関として経営執行会議を設置し、業務執行に

関する主要事項の報告・審議を行う。当社の企業統治の体制の概要図は別紙のとおりである。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

❶　当社は、職務の執行が法令等に適合することを確保するため、役職員行動規範、コンプ

ライアンス・マニュアル、その他関連する規程を定める。また、取締役、執行役員および

従業員は、誓約書を提出し、これらを遵守する。

❷　当社は、Chief Compliance Officer（CCO）を委員長とするコンプライアンス委員会を設

置し、コンプライアンスに関する啓蒙・推進活動およびコンプライアンス体制の運営・監

視に努める。

ⅰ）コンプライアンス委員会が、啓蒙・推進活動を立案し、同委員会事務局および各部門

長が中心となりこれを実施する。

ⅱ）各部門長は、職務の執行において準拠・遵守すべき法令等を整理・確認し、業務手順

書やチェックリスト等の整備・改定を行い、運用の徹底に努める。

ⅲ）コンプライアンス委員会は、コンプライアンス違反事案について報告を受け、その対

応状況についてレビューを行う。

ⅳ）コンプライアンス委員会は、上記の実施状況の確認とその評価を行い、定期的に取締

役会、経営執行会議へ報告する。取締役会は、この報告を受け、年１回のマネジメント

レビューを実施する。

❸　当社は、法令違反その他コンプライアンスについての内部通報制度を整備し、取締役会、

監査役会へ適切な報告がなされるための体制を整える。このため、相談・通報窓口を社

内・社外に設置するとともに、社内規程において、通報者に対する通報を理由とした不利

益な取扱いを禁止する。

❹　監査役は、定期的、随時に取締役の職務執行につき法令及び定款に違反する重大な事実

がないか、また取締役会等の経営判断につき取締役の善管注意義務・忠実義務の観点から

不当な点がないかを監査する。また、監査役ならびに内部監査部門は、各部門におけるコ

ンプライアンスの状況について監査を実施し、取締役会等に報告する。
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❺　当社は、金融商品取引法で求められる財務報告の信頼性を確保するため、内部統制体制

の整備・運用・評価を実施する。

❻　当社は、反社会的勢力に対しては一切の関係をもたず、不当要求を受けた場合等の事案

発生時には、総務部を対応統括部署として警察および顧問弁護士等と連携し毅然とした態

度で対応する。
　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

❶　当社は、取締役の職務の執行に関する情報（株主総会議事録、取締役会議事録、経営執

行会議の記録、経理に関する帳票類などの経理資料等）については、法令ならびに文書管

理基準に従い、適切に保存および管理する。

❷　当社は、個人情報の保護を含む全般的な情報については、情報資産マネジメント規程お

よび情報セキュリティポリシーに従い、適切に保存および管理する。
　

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

❶　当社は、当社の業務全般について、事業環境の変化を含めリスクの可能性のある事象を

識別し、リスクの分類、分析、評価、対応を行うプロセスおよびその所管部門、関連規程

等を明確化させ、リスク管理体制を整備する。

❷　当社は、諸規程、手順書、業務フロー等を整備し、次のとおり運用する。また、当社が

認識すべき主要なリスクについては、これを整理し、共有化を図る。

ⅰ）重大なリスクは、直ちに取締役会、経営執行会議に報告し、全社的に統一した対応を

図る。

ⅱ）経営執行会議の下部機関としてリスク対策委員会を設け、プロポーザルおよびプロジ

ェクトに関するリスクの詳細な評価と対応策の検討を行う。

❸　当社は、当社の事業や財産・名誉・信用や役職員の生命・身体に重大な損害を与え、適

正、適時に対応を怠った場合に当社の存在を危うくするような緊急かつ重大な危機が発生

した場合に機動的に対応するため危機管理規程を定め、これに基づき次の危機管理体制を

確立する。

ⅰ）危機管理体制としては、平時においては、常設の危機管理チームおよび関連各部門が

危機に繋がる可能性を早期に察知・把握し、危機発生時においては、社長直轄の危機対

策本部が危機対応に関する全ての事項について必要な意思決定を行う。

ⅱ）危機管理規程に基づき、事業継続計画を定め、発生時の緊急体制と運営方法等を策定

し、予防措置、教育・訓練等を実施するとともに、計画の定期的な点検および不備の是

正を行う。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

❶　中長期の経営戦略や経営の重要事項を決定するため、月１回の定例取締役会、３ヶ月に

一度の業務執行状況報告取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

❷　取締役の職務の執行を迅速かつ効率的に行うため、執行役員制度を設け、取締役会にお

いて執行役員を選任し、取締役の監督のもと、委嘱された業務の執行にあたらせる。また、

経営執行会議において役付執行役員を中心に業務の執行に関する事項を報告、審議する。

❸　変化の激しい市場環境のもとで、経営の意思決定の迅速性を確保するとともに、透明性

のある合理的な経営判断を行うため、取締役会および経営執行会議に関する規程や付議基

準等について定期的な見直しを行う。また、同様の観点から、各役職の業務執行の権限、

責任、執行手順などを定めた組織・職務権限規程等の規程についても定期的な見直しを行

う。
　

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

❶　当社は、グループ各社の健全な経営および効率的な職務の執行を促進させるべく、グル

ープ会社管理規程を定め権限と責任を明確にするとともに、統括機能を強化するため、事

業本部長、Chief Financial Officer（CFO）およびグループ各社のトップを中心メンバー

とするグループ運営委員会を設置し、事業計画・運営方針・利益目標等について当社とグ

ループ各社との調整およびグループ経営に関する全社的課題への対応を行う。

❷　当社は、関連するグループ会社を支援してEPC（設計・調達・工事）を遂行するための基

盤と機能を強化するとともに、営業に関するグループ戦略の共有と連携を行う。

❸　当社は、グループ会社における現地法制等との適合性も考慮し、グループ全体のコンプ

ライアンス体制の整備と運用を行う。また、財務報告の信頼性確保に向けた取り組みおよ

び安全保障貿易管理制度遵守の徹底についても、関連各部門が連携して実施する。

❹　グループ会社は、各社ごとのリスク管理体制および危機管理体制を整備するとともに、

グループ経営に重要な影響を与えるリスクについては、グループ経営管理部門が各社の状

況を的確に把握し管理する。

❺　グループ経営管理部門は、グループ会社に対して、内部監査部門、経理財務部門、監査

役と連携して、業務執行状況および財務状況に関する定期的な報告を求め、管理・統制を

計画的に実施する。

❻　持分法適用会社に対しては、その持分および負担すべき責任の割合に応じた適切な管理

体制を構築し、グループ経営管理部門が管理を実施する。
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❼　当社は、大株主２社（三井物産株式会社、三井化学株式会社）との諸取引にあたっては、

案件審査や取引条件の設定など、他の取引先と同様に、透明性をもって審議を行う。

❽　当社は、少数株主の存在する子会社の経営に関しても、少数株主の利益を尊重し、不

正・不当な取引を強要することがないよう、透明性をもって審議を行う。
　

(6) 監査役の職務を補助する使用人に関する事項

❶　当社は、監査役の職務を補助するため、監査役会事務局を設置する。監査役会事務局担

当者は、(7)項に述べる監査環境を踏まえ、関連各部門との兼務者とするが、使用人の監査

関連職務遂行の際の指揮・命令権者は監査役とする。

❷　これらの体制および独立性を確保するために、監査役会事務局担当者は、監査役の承認

を得て指名され、異動、懲戒等の人事事項については監査役と事前協議のうえ実施される

ものとする。
　

(7) 監査役への報告体制および監査役監査の実効を確保するための体制

❶　常勤監査役は、経営管理上重要なすべての会議に常時出席する。

❷　当社は、代表取締役と監査役との四半期ごとの定期協議の場を設け、会社事業環境とリ

スク、会社が対処すべき課題、監査役監査環境整備の状況、監査上の重要課題等について

の意見交換をする。

❸　監査役は、内部監査部門との定期的および随時の協議を通じ、監査役監査と内部監査と

の連携を図る。

❹　常勤監査役は、定期的および随時に各部門の監査ヒアリングならびに国内外の主要子会

社および建設現場の往査を実施する。また、取締役は、往査体制を充実させる。

❺　常勤監査役は、監査役監査基準の内容および運用方針を取締役会等に報告し、取締役お

よび執行部門の監査協力を図る。

❻　取締役は、経営管理上の重要決裁文書や報告文書等が、定期的に、または、事象の発生

や意思決定の都度、常勤監査役に遅滞なく報告されること、また、監査役への報告者に対

する報告を理由とした不利益な取扱いがされないことを常に徹底する。

❼　取締役は、監査役による監査に協力し、監査にかかる諸費用については、監査の実効を

担保するべく予算を措置する。
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（注）上記は、平成29年３月31日現在のものです。なお、当社は平成29年４月24日開催の取締

役会にて、前掲(1)および(2)に関し、下線部分のとおり改定を決議いたしました。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

②（本文変更なし）

ⅰ）～ⅲ）（変更なし）

ⅳ）コンプライアンス委員会は、上記の実施状況の確認とその評価を行い、CCOがこ

れを定期的に取締役会、経営執行会議へ報告する。取締役会は、この報告を受

け、年１回のマネジメントレビューを実施する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

② 当社は、個人情報の保護を含む全般的な情報については、情報資産マネジメント規程

およびHSSE・品質・情報セキュリティ基本方針に従い、適切に保存および管理する。
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２. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正

を確保するための体制の運用状況

(1) コンプライアンス

当社は、役職員行動規範やコンプライアンス・マニュアルを整備し、コンプライアンスに

関する啓蒙・推進のための機関としてコンプライアンス委員会を設け活動しています。当事

業年度の当該体制の運用状況のうち主なものは以下のとおりです。

・コンプライアンス委員会による、啓蒙・推進活動計画の立案、その実施状況の確認・評価、

役職員行動規範等の遵守状況の監視・監督、および、これらに関する取締役会への報告

・取締役会による、上記報告に対するマネジメントレビューの実施

・コンプライアンス研修（eラーニング）の実施

・監査役および内部監査部門によるコンプライアンス監査の実施と取締役会への報告

・財務報告の信頼性確保に向けた内部統制の整備・運用・評価の実施

・新たに全グループ会社を対象とした統一的な相談・通報窓口を設置し内部通報制度を拡充

・主要グループ会社のコンプライアンス責任者が一堂に会したグローバルコンプライアンス

会議の開催
　
(2) リスク管理

当社は、業務遂行上のリスクを管理するため、リスクの可能性のある事象の識別、リスク

の評価、その対策の検討というプロセスを明確化させた業務関係諸規程、手順書、業務フロ

ー等を整備しリスク管理をしています。当事業年度の当該体制の運用状況のうち主なものは

以下のとおりです。

・当社事業環境におけるリスクの定量的評価の実施

・リスク対策委員会におけるプロポーザルとプロジェクトのリスクの詳細な分析・評価、お

よび対応策の検討・答申

・プロポーザル承認プロセスの改善

・地震、火災等の危機発生を想定した訓練の実施、および事業継続計画における緊急体制、

運営方法等の定期的な点検と改善

・セキュリティ管理策に基づく情報管理（秘密保持の同意取得、情報資産の管理、場所（区

画）の管理、モバイル端末を含む情報処理装置の管理、ネットワーク、システム等の管理、

情報のバックアップ、電子メールの取扱い、知的財産管理、個人情報の保護）
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(3) 職務執行の適正および効率性の確保

当社は、取締役会規程、同付議基準、経営執行会議規程、同付議基準等により取締役会が

判断し決定する事項と執行役員等への委任事項を定め、取締役の職務執行の効率化を図って

います。取締役会は社外取締役3名を含む10名、経営執行会議は役付執行役員を中心に構成さ

れ、当事業年度は、取締役会を16回開催、経営執行会議を25回開催しました。当事業年度の

当該体制の運用状況のうち主なものは以下のとおりです。

・審議・決裁を効率良く的確に進めるための、取締役会付議要領の運用厳格化

・開催前の検討時間確保のための会議資料の余裕を持った事前配布と事前説明の実施

・取締役会の付議前における経営執行会議での議案の十分な審議
　
(4) 企業集団における業務の適正の確保

当社は、当社グループの統括機能の強化および戦略の共有と連携等を図ることにより、当

社グループにおける業務の適正を確保するための体制整備に努めています。当事業年度の当

該体制の運用状況のうち主なものは以下のとおりです。

・統括機能の強化に向けた、当社事業本部長、Chief Financial Officer（CFO）、および主要

なグループ会社のトップで構成するグループ運営委員会の運営

・グループ内案件戦略の共有と連携強化に向けた当社と主要グループ会社間の営業調整会議

の実施、および個別プロジェクトを通じたグループ会社の機能強化支援

・グループ会社からの業務執行状況、財務状況、リスク等に関する月次報告等に基づく、グ

ループ各社の状況の的確な把握および計画的な管理・統制

・持分法適用会社への適切な管理体制の構築
　
(5) 監査役監査の実効性確保

監査役会は、社外監査役2名を含む4名の監査役で構成され、当事業年度において、19回開

催され、監査実施要領、監査の内容・結果などについて報告、審議を行いました。当事業年

度の監査役監査の実効性確保に関する主な取り組みは以下のとおりです。

・取締役、執行役員および主な従業員等からの会社事業状況等の聴取や、海外往査を含む必

要な調査の実施による取締役の職務執行の監査

・監査役の取締役会への出席、および、四半期ごとに開催する監査役と代表取締役との定期

協議における意見交換

・常勤監査役による、経営執行会議など経営上重要な会議への常時出席および重要事項に関

する監査役会への報告
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・監査役会と会計監査人および業務監査部との間における、監査計画、重点監査項目、監査

方法、審査と品質管理の体制、会社の事業状況に関する所見の説明、監査結果等について

の意見交換や、それぞれの独立性を配慮した上での、相互に連携した監査の実施

・取締役の指揮・命令から独立した監査役会事務局による監査役の職務遂行の補助
　

(6) 内部統制システムの基本方針の改定

当社は、内部統制システムの運用上新たに見出された問題点等について適時・適切に是

正・改善し、必要に応じて再発防止へ取り組んでいます。当事業年度においては、平成28年

５月13日付取締役会にて、企業集団における業務の適正を確保するための体制に係る事項を

改定し、グループ会社における現地法制等との適合性も考慮し、グループ全体のコンプライ

アンス体制の整備と運用を行う旨を明確にしました。
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業務執行部門 グループ会社

監査

監査 連携

監査

経　営　執　行　会　議

コンプライアンス委員会

監督

リ ス ク 対 策 委 員 会

グループ運営委員会

選任・解任 連携連携

取締役社長

株　主　総　会

選任・解任 選任・解任 選任・解任

取締役会 監査役(会) 会計監査人

内部監査部門

グループ経営管理部門

危機(災害)対策本部

危機管理チーム

（別紙）
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

(単位：百万円)
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 流 動 負 債
現 金 預 金 126,042 支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等 123,444
受取手形・完成工事未収入金等 88,394 短 期 借 入 金 8,415
有 価 証 券 1,175 未 払 法 人 税 等 761
未 成 工 事 支 出 金 49,536 未 成 工 事 受 入 金 87,116
繰 延 税 金 資 産 3,020 賞 与 引 当 金 654
未 収 入 金 6,730 完 成 工 事 補 償 引 当 金 209
そ の 他 7,958 工 事 損 失 引 当 金 4,085
貸 倒 引 当 金 △1,074 為 替 予 約 4,995

流動資産合計 281,784 そ の 他 7,468
流動負債合計 237,149

固 定 資 産 固 定 負 債
有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金 23,373
建 物 及 び 構 築 物 16,297 リ ー ス 債 務 40
機械、運搬具及び工具器具備品 4,999 繰 延 税 金 負 債 1,459
土 地 6,898 退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,802
リ ー ス 資 産 74 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 140
建 設 仮 勘 定 5 そ の 他 1,792
減 価 償 却 累 計 額 △15,658 固定負債合計 28,608

有形固定資産合計 12,615 負 債 合 計 265,758

純 資 産 の 部
無 形 固 定 資 産 株 主 資 本
の れ ん 3 資 本 金 18,198
そ の 他 1,408 資 本 剰 余 金 10,732

無形固定資産合計 1,412 利 益 剰 余 金 19,064
自 己 株 式 △440

投 資 そ の 他 の 資 産 株主資本合計 47,554
投 資 有 価 証 券 16,071 その他の包括利益累計額
長 期 貸 付 金 4,576 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 2,246
繰 延 税 金 資 産 1,123 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △2,842
そ の 他 3,981 為 替 換 算 調 整 勘 定 4,319
貸 倒 引 当 金 △4,474 退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △5

投資その他の資産合計 21,277 その他の包括利益累計額合計 3,718
固定資産合計 35,305 非支配株主持分 58

純 資 産 合 計 51,331

資 産 合 計 317,089 負 債 純 資 産 合 計 317,089
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

完 成 工 事 高 431,917

完 成 工 事 原 価 415,945

完 成 工 事 総 利 益 15,971

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 17,980

営 業 損 失 2,009

受 取 利 息 934

受 取 配 当 金 535

為 替 差 益 1,311

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 15

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 680

雑 収 入 1,039

営 業 外 収 益 4,517

支 払 利 息 375

関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 274

雑 支 出 254

営 業 外 費 用 903

経 常 利 益 1,603

固 定 資 産 売 却 益 310

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,289

退 職 給 付 信 託 設 定 益 2,625

特 別 利 益 4,224

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,828

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,558

過 年 度 法 人 税 等 825

法 人 税 等 調 整 額 973

当 期 純 利 益 1,471

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 1

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,472

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 18,198 17,656 11,433 △436 46,852

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △766 △766

資 本 剰 余 金 の 取 崩 △6,157 6,157 ―

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,472 1,472

自 己 株 式 の 取 得 △4 △4

自 己 株 式 の 処 分 △0 0 0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

―

当 期 変 動 額 合 計 ― △6,924 7,630 △4 701

当 期 末 残 高 18,198 10,732 19,064 △440 47,554

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主
持 分

純資産
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調整
累 計 額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 3,862 △4,761 4,936 87 4,124 58 51,036

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― △766

資 本 剰 余 金 の 取 崩 ― ―

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

― 1,472

自 己 株 式 の 取 得 ― △4

自 己 株 式 の 処 分 ― 0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

△1,616 1,919 △616 △92 △406 △0 △406

当 期 変 動 額 合 計 △1,616 1,919 △616 △92 △406 △0 294

当 期 末 残 高 2,246 △2,842 4,319 △5 3,718 58 51,331

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

(単位：百万円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 77,169 支 払 手 形 758
完 成 工 事 未 収 入 金 40,146 工 事 未 払 金 66,901
未 成 工 事 支 出 金 45,725 短 期 借 入 金 7,630
短 期 貸 付 金 5,608 リ ー ス 債 務 2
前 払 費 用 633 未 払 金 483
繰 延 税 金 資 産 2,510 未 払 費 用 1,446
未 収 入 金 8,243 未 払 法 人 税 等 1
そ の 他 7,334 未 成 工 事 受 入 金 72,445
貸 倒 引 当 金 △1,626 預 り 金 3,440

流動資産合計 185,746 賞 与 引 当 金 287
完 成 工 事 補 償 引 当 金 154
工 事 損 失 引 当 金 3,820
為 替 予 約 1,782

固 定 資 産 そ の 他 3,674
有 形 固 定 資 産 流動負債合計 162,828
建 物 12,446 固 定 負 債
減 価 償 却 累 計 額 △9,765 長 期 借 入 金 19,671

建物 計 2,680 リ ー ス 債 務 5
構 築 物 700 退 職 給 付 引 当 金 333
減 価 償 却 累 計 額 △611 繰 延 税 金 負 債 99

構築物 計 89 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 140
機 械 及 び 装 置 106 そ の 他 900
減 価 償 却 累 計 額 △96 固定負債合計 21,151

機械及び装置 計 10 負 債 合 計 183,980

車 両 運 搬 具 75 純 資 産 の 部
減 価 償 却 累 計 額 △55 株 主 資 本

車両運搬具 計 19 資 本 金 18,198
工 具、 器 具 及 び 備 品 1,027 資 本 剰 余 金
減 価 償 却 累 計 額 △871 資 本 準 備 金 8,418

工具、器具及び備品 計 156 そ の 他 資 本 剰 余 金
土 地 4,780 資 本 金 及 び 資 本 準 備 金 減 少 差 益 2,311
リ ー ス 資 産 53 自 己 株 式 処 分 差 益 2
減 価 償 却 累 計 額 △46 その他資本剰余金計 2,313

リース資産 計 7 資本剰余金合計 10,732
建 設 仮 勘 定 5

有形固定資産合計 7,747
無 形 固 定 資 産 利 益 剰 余 金
借 地 権 14 そ の 他 利 益 剰 余 金
商 標 権 9 繰 越 利 益 剰 余 金 425
ソ フ ト ウ エ ア 852 利益剰余金合計 425
施 設 利 用 権 1 自 己 株 式 △440
電 話 加 入 権 14 株主資本合計 28,915
技 術 資 産 20
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 62

無形固定資産合計 975 評 価 ・ 換 算 差 額 等
投 資 そ の 他 の 資 産 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 2,235
投 資 有 価 証 券 5,979 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △490
関 係 会 社 株 式 9,708 評価・換算差額等合計 1,744
出 資 金 1,074
関 係 会 社 出 資 金 1,303
長 期 貸 付 金 89
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 8,693
長 期 前 払 費 用 10
そ の 他 385
貸 倒 引 当 金 △7,072

投資その他の資産合計 20,171
固定資産合計 28,894 純 資 産 合 計 30,660

資 産 合 計 214,640 負 債 純 資 産 合 計 214,640
　

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

(単位：百万円)
　

科 目 金 額

完 成 工 事 高 256,980

完 成 工 事 原 価 255,451

完 成 工 事 総 利 益 1,528

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,440

営 業 損 失 6,911

受 取 利 息 501

有 価 証 券 利 息 10

受 取 配 当 金 5,985

為 替 差 益 357

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 1,031

関 係 会 社 債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 5,327

雑 収 入 378

営 業 外 収 益 13,591

支 払 利 息 335

関 係 会 社 貸 倒 損 失 7,046

雑 支 出 196

営 業 外 費 用 7,578

経 常 損 失 899

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,289

退 職 給 付 信 託 設 定 益 2,625

特 別 利 益 3,914

子 会 社 株 式 評 価 損 642

特 別 損 失 642

税 引 前 当 期 純 利 益 2,372

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 207

過 年 度 法 人 税 等 825

法 人 税 等 調 整 額 914

当 期 純 利 益 425

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 18,198 8,418 9,237 17,656

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △766 △766

そ の 他 資 本 剰 余 金 の 取 崩 △6,157 △6,157

当 期 純 利 益 -

自 己 株 式 の 取 得 -

自 己 株 式 の 処 分 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（純 額)

-

当 期 変 動 額 合 計 - - △6,924 △6,924

当 期 末 残 高 18,198 8,418 2,313 10,732

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 △6,157 △6,157 △436 29,261

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - △766

そ の 他 資 本 剰 余 金 の 取 崩 6,157 6,157 -

当 期 純 利 益 425 425 425

自 己 株 式 の 取 得 - △4 △4

自 己 株 式 の 処 分 - 0 0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（純 額)

- -

当 期 変 動 額 合 計 6,582 6,582 △4 △345

当 期 末 残 高 425 425 △440 28,915
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評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 3,852 △2,063 1,789 31,051

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - △766

そ の 他 資 本 剰 余 金 の 取 崩 - -

当 期 純 利 益 - 425

自 己 株 式 の 取 得 - △4

自 己 株 式 の 処 分 - 0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（純 額)

△1,617 1,572 △44 △44

当 期 変 動 額 合 計 △1,617 1,572 △44 △390

当 期 末 残 高 2,235 △490 1,744 30,660

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平 成 29 年 ５ 月 17 日

東洋エンジニアリング株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 金 子 秀 嗣 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 江 下 聖 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東洋エンジニアリング株式会社の平成28年４月１
日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、東洋エンジニアリング株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平 成 29 年 ５ 月 17 日

東洋エンジニアリング株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 金 子 秀 嗣 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 江 下 聖 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東洋エンジニアリング株式会社の平成28年
４月１日から平成29年３月31日までの第61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第62期事業年度の取締役の職務の執行に関

して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報

告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、毎月開催する監査役会において各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締

役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると

ともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及びその使用人等

から子会社の事業及び財産の状況について定期的に報告を受けるほか、子会社の取締役及び監査役

等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし

て会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該

決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)の構築及び運用の状況について、監査役会が

定めた「内部統制システムに係る監査の実施基準」に基づき、取締役及び使用人等からその構築及

び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

なお、金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制については、内部監査部門の監査結果を踏まえ、

新日本有限責任監査法人から、当該内部統制の整備・運用の評価及び監査の状況につき報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人から、事業報告に記載のとおり業務改善計画の説明を受け、その職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に

行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要

に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ

ません。

(2) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月19日

東洋エンジニアリング株式会社 監査役会

常任監査役(常勤監査役)内 田 正 之 ㊞

監査役(常勤監査役) 井 上 洋 ㊞

監査役(社外監査役) 船 越 良 幸 ㊞

監査役(社外監査役) 内 田 清 人 ㊞

以 上
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイト
（ http://www.web54.net/ ）をご利用いただくことによってのみ可能です。ご利用に際して
は、あらかじめ次の事項をご了承いただきますよう、お願い申し上げます。

　
１．議決権行使のお取扱いについて

(1) インターネットによる議決権行使は、同封の議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」と

「パスワード」をご利用になり、画面の案内にしたがって賛否をご入力、ご送信ください。

(2) 議決権の行使期限は、平成29年６月26日（月曜日）午後５時30分までとなっておりますの

で、お早めの行使をお願いいたします。

(3) 書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットによる議

決権行使を有効なものとして、お取扱いいたします。

(4) インターネットにより、複数回、議決権を行使された場合は、最後の議決権行使を有効なも

のとして、お取扱いいたします。

(5) インターネットにより議決権を行使された後、株主総会に出席される場合は、当日の株主総

会会場での議決権行使を有効なものとして、お取扱いいたします。

２．パスワードおよび議決権行使コードのお取扱いについて

(1) パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情

報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

(2) パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望

の場合は、画面の案内にしたがってお手続きください。

(3) 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本株主総会に限り有効です。

３．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

(1) 当ウェブサイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、以下にお

問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

［電話］0120（652）031（受付時間 9:00～21:00）

(2) その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。

ア.証券会社に口座をお持ちの株主様

お取引の証券会社あてにお問い合わせください。

イ.証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

三井住友信託銀行 証券代行事務センター

［電話］0120（782）031（受付時間 9:00～17:00）[土日休日を除く]
　
議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）
上記のインターネットによる議決権行使のほかに、あらかじめお申込みされた機関投資家の皆様は、

株式会社ＩＣＪが運用する「議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただくことができます。

以 上

招集通知 2017年05月22日 18時33分 $FOLDER; 53ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 53 ―

〈メ モ 欄〉
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丸の内オアゾ

日本生命
丸の内ビル　

東京海上
日動ビル

郵船ビル

三菱UFJ
信託銀行
本店ビル

新丸の内
ビルディング

丸の内オアゾ

日本生命
丸の内ビル　

東京海上
日動ビル

JR東京駅

丸の内
北口

丸の内
中央口

東京駅

(丸ノ内線)

二重橋前駅(千代田線)
大手町駅(三田線)

郵船ビル

丸ビル
三菱UFJ
信託銀行
本店ビル

大
手
町
駅(

東
西
線)

皇居外苑

三菱ビル

新丸ビルコンファレンススクエア
　　　　　　(９階)

新丸の内
ビルディング

丸
の
内

永
楽
ビ
ル

至品川 至上野

１階エントランス
ロビーへ

コーヒー店

JR・丸ノ内線 東京駅方面

新丸ビル地下１階案内図

コンビニ行
幸
通
り
地
下
通
路

東
西
線
大
手
町
駅
方
面

東
西
線
大
手
町
駅
方
面

株主総会 会場ご案内図
　

　

新丸の内ビルディング９階 新丸ビルコンファレンススクエア
東京都千代田区丸の内１丁目５番１号
( T E L ） 0 3 - 3 2 1 7 - 7 5 1 1

　

交通のご案内
ＪＲ 東京駅： 丸の内北口より徒歩約１分

丸の内地下中央口より地下道にて徒歩約１分
地下鉄
丸ノ内線東京駅： 地下道より直結

※商業エリアからはご来場になれません。オフィスエリア１階のエントラ
ンスロビーにありますエレベーターよりご来場ください。
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